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次のとおり公募型プロポーザルを行います。 

 

平成30年１月25日 

 

神奈川県立産業技術短期大学校 

                         校長 荻田 浩司 

 

１ 業務内容 

（１）件名 

平成30年度神奈川県委託訓練事業「即戦力」実施業務委託（７，９月生） 

（２）業務内容 

別添「平成30年度神奈川県委託訓練事業「即戦力」実施業務委託（７，９月生）に

係る公募型プロポーザル募集要項」のとおり 

（３）履行期間 

平成30年４月13日から平成31年３月11日までの間で、実施期間及び訓練コースによ

り異なる。 

 

２ プロポーザル参加者に求められる資格  

別添「平成30年度神奈川県委託訓練事業「即戦力」実施業務委託（７，９月生）に

係る公募型プロポーザル募集要項」の「５ 委託訓練実施機関の要件」のとおり 

 

３ 委託募集要項等の交付場所等 

（１）事務を担当する所属（提案書、質問票、参加意思申請書の提出先です。） 

〒２４１－０８１５  横浜市旭区中尾２－４－１ 

神奈川県立産業技術短期大学校人材育成支援センター 

電 話 ０４５－３６３－１９９２ 

（２）委託募集要項等の配布期間 

平成30年１月25日(木)から２月７日（水)までの間に、「かながわ電子入札共同シ

ステム」からダウンロードしてください。 

（３）委託業務に係る説明会 

次のとおり委託業務に係る説明会を開催します。 

日 時  平成30年２月１日(木) 14時から 

会 場  神奈川県立産業技術短期大学校 ４階大会議室 

（４）質問受付期間 

次の期間に、質問票により質問を受け付けます。質問票は、メールで神奈川県立産

業技術短期大学校人材育成支援センターへお送りください。 

期 間  平成30年２月１日(木)から２月２日(金)17時まで（必着） 

（５）質問に対する回答日（質問があった場合のみ） 

平成30年２月５日(月)に、「かながわ電子入札共同システム」により回答します。 
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４ プロポーザル参加希望者に求められる義務 

このプロポーザルに参加を希望する者は、参加意思申請書を平成 30年２月６日

(火)17時まで（必着）に持参、郵送又はメールにより、神奈川県立産業技術短期大学

校人材育成支援センターに提出してください。 

 

５ 提案書等の提出 

（１）平成30年２月７日(水)17時まで（必着）に、持参又は郵送により神奈川県立産業技

術短期大学校人材育成支援センターに提出してください。 

なお、持参する場合は、事前に日時の連絡をお願いします。 

（２）提出書類 

別添「平成30年度神奈川県委託訓練事業「即戦力」実施業務委託（７，９月生）に

係る公募型プロポーザル募集要項」の「８ 提案書の提出」のとおり 

 

６ その他 

（１）プロポーザル参加及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（２）参加が無効となる場合 

ア 提出された見積書の金額に消費税及び地方消費税を含んで算定した金額が、別添

「平成30年度神奈川県委託訓練事業「即戦力」実施業務委託（７，９月生）に係る

公募型プロポーザル募集要項」の「10 委託費」に記載する委託費上限額を超えて

いた場合は、参加が無効になりますのでご承知ください。 

イ 提出書類が「平成30年度神奈川県委託訓練事業「即戦力」実施業務委託（７，９

月生）に係る公募型プロポーザル募集要項」及び別途指定する様式に示す条件に適

合しない場合は、無効とすることがあります。 

（３）選定方法 

ア 審査会を設置し、提案書の内容を審査基準に基づいて審査を行い、選定します。 

イ 選定された提案者と、随意契約により本業務委託の手続を行います。 

ウ 選定された提案者は、産業技術短期大学校と別途協議を行った上で、契約締結と

なります。 

エ 選定された提案者と協議が整わない場合は、次点提案者と契約手続きをします。 

（４）契約書作成の要否 

要  

（５）その他 

ア 県では、契約に係る県の予算執行の適正を期すために必要があると認めた場合

は、契約の相手方の当該契約に係る処理の状況について調査を行うことにしてい

ます。このため、本業務を契約する場合に取り交わす契約書には、次の条文を設

けています。 
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イ 当該プロポーザルの選定決定の効果は、平成30年度当初予算に係る議会の議決が

なされ、平成30年４月１日の平成30年度予算発効時において効果を生ずるものとし

ます。 

 

（業者調査への協力） 

第○○条 発注者（又は神奈川県知事）が、この契約に係る発注者の予算執行の適

正を期するため必要があると認めた場合は、発注者（又は神奈川県知事）は、受

注者に対し、受注者における当該契約の処理の状況に関する調査への協力を要請

することができる。 

２ 受注者は、前項の要請があった場合には、特別な理由がない限り要請に応じる

ものとし、この契約の終了後も、終了日の属する県の会計年度から６会計年度の

間は、同様とする。 


